





















川 上 生 馬
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 307(307)
(１) 国際的な時効法改正に関しては, 金山直樹編『消滅時効法の現状と改























































308(308) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)





































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 309(309)
(５) フランス法における時効期間の合意による変更の議論概要については,
齋藤由起「時効における合意の自由」阪大法学66巻 3・4 号 (2016年)
185218頁, 拙稿「時効期間の合意による変更―2008年フランス時効法改
























































310(310) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(６) 仏民旧2220条「時効は事前に放棄することができない。完成した時効
は放棄することができる｡」
(７) Fenet P. A., Recueil complet des travaux 

du Code civil, 15
vols, Paris, 18271829, p. 573.
(８) Ibid. 法の翻訳に際しては柴田光蔵の『法律ラテン語格言辞典』(玄
文社, 1985年) を参照した。




























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 311(311)
(10) Cass. civ. 1 . 1853, D. 1853 1, p. 77.
(11) たとえば, 海運に関する保険契約に関する破毀院民事部1865年１月16
日判決 (Cass. civ. 16 janv. 1865, D. 1865, 1, p. 12.) や公共事業請負人との
保険契約に関する破毀院民事部1893年10月25日判決 (Cass. civ. 25 oct.
1893, D. 1897, 1, p. 5.), 運送契約における料金の返還請求権に関する破毀
院民事部1895年12月４日判決 (Cass. civ. 4 1895, D. 1896, 1, p. 241, note
L. Sarrut.) などが挙げられる。






















































312(312) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(13) 1930年法の概要については拙稿・前掲注(５)法と政治67巻４号931
933頁参照。
(14) たとえば, M. Picard et A. Besson, Les assurances terrestres en droit
, T. 1. 	
, Paris, 1964, n155, p. 233.
(15) たとえば, 銀行間の取引に関して破毀院民事部1950年１月31日判決




(Cass. civ. 1re, 6 oct. 1976, D. 1977, p. 25.) が挙げられる。
(16) たとえば, A. Colin et H. Capitant, Cour de droit civil 
T. 2, 




























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 313(313)
(17) たとえば, G. Baudry=Lacantinerie et A. Tissier, 	
et
pratique de droit civil : De la prescription, Paris, 1895, n98, p. 67.
(18) 反対説として T. Huc, Commentaire 	
＆ pratique de code civil, T.
14, Paris, 1902, n323, p. 394. が挙げられる。
(19) C. d’Etat, 3 janv. 1881, D. 1882. 3. p. 119.
(20) Cass. civ., 2 1882, D. 1883, p. 5.
(21) Cass. req., 22 juin 1853, D. 1853, 1, p. 302.
(22) たとえば, トゥールーズ控訴院1868年５月18日判決 (TC Toulouse, 18
mai 1868, D. 1868. 2, p. 108, note inconnu.) やナンシー控訴院1889年11月16



























































































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 315(315)
(25) Baudry=Lacantinerie et Tissier, supra note 17, n65, p. 49.
(26) Colin et Capitant, supra note 16, p. 137.
(27) Baudry=Lacantinerie et Tissier, supra note 17, n63, p. 47 ; Colin et
Capitant, supra note 16, p. 137 ; L. Guillouard, de la prescription, Paris,
1900, n322, p. 293, etc..
(28) M. Planiol et G. Ripert, Droit civil 	





















































































中断事由を追加することもできない｡｣ との規定が設けられ, また, 保険
法典 L. 1143 条に ｢民法典2254条の例外として, 保険契約において両当
事者はたとえ合意があったとしても時効期間を変更することも, 時効の停
止事由, 中断事由を追加することもできない｡｣, さらに労働法典 L. 11345
条第２項では, 労働者らに対する差別に基づく損害賠償訴権について適用
















































extinctive) と訴権消滅期間 (de forclusion)―」法と政治70巻４号
(2020年) 11191150頁をご参照ください。
(31) Cass. Com., 30 mars 2016, JurisData : 2016006725.
院は, 損害を知ってから訴えるまでの期間については, 合理的な
















の際に考慮されていた点は, 先に挙げた通りであるが, それらに加え, 附
合契約の場面において広く時効期間の合意による変更がなされていたこと
を踏まえると, 判断要素の大枠としては, (A) 時効の事前放棄を禁止す
るフランス民法典旧2220条に時効期間の合意による変更が抵触するか否




























































320(320) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(32) Cass. civ. 4 . 1895, D. 1896, 1, p. 241, note L. Sarrut ; Baudry＝
Lacantinerie et Tissier, supra note 17, n27, p. 19 etc..
判例等の分析については, 拙稿・前掲注(５)法と政治67巻４号 (2017年)
905971頁参照。
(33) Baudry＝Lacantinerie et Tissier, supra note 17, n65, p. 49.
(34) Ibid.
(35) Colin et Capitant, supra note 16, p. 137.
面等を考慮して解釈の余地を判断することが求められるという点では, フ
ランス法の視点は示唆的なものであるといえる。




























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 321(321)
(36) TC Seine, 7e ch. 26 . 1929, Gaz. Pal. 1929, 1, p. 783.
(37) Baudry＝Lacantinerie et Tissier, supra note 17, n65, p. 49.
必要となるかもしれない。
















































322(322) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(38) Planiol et Ripert, supra note 28, n1329, p. 737 ; H., J. Et L. Mazeaud,
de droit civil, TomeⅡ, 7e 	., par F. CHABAS, Montchrestien, 1985,
n1173, p. 1179 ; A. 
, Droit des obligations, 6e 	., 1997, n893, p.
541 ; F. , Ph. Simler et Y. Lequette, Droit civil Les obligations, 9e 	.,













法 (債権法) 改正論議に際して, いくつかの研究もみられるようになった。














鳩山秀夫は, まず, 時効制度の理由として, 永続した事実状態の尊重に














































324(324) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)




















するもの (期間の延長, 新たなる中断原因の設定) は公益に害があるが,
時効の要件を軽くするもの (期間の短縮) は公益に害がなく, 時効制度の
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 325(325)
(40) 鳩山・前掲注(39)595596頁。
(41) 中島玉吉『民法釈義巻之一』(金刺芳流堂, 1915年) 815816頁。
(42) 時効の要件を重くするもの (期間の延長, 新たなる中断原因の設定)

























































































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 327(327)









実関係 (すなわち永年権利が行使させられないこと) は, むしろ真実な権
利関係に合致するという (すなわち債権は弁済されて消滅したであろうと






































328(328) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(46) 富井政章『訂正増補 民法原論第一巻』(有斐閣, 1985年, 大正11年合
冊版復刻) 623頁。





























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 329(329)





















































330(330) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(50) 岡松・前掲注(49)373374頁。



























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 331(331)
(53) 於保不二雄「時効の援用及び時効利益の放棄」法曹時報５巻７号
(1953年) 21頁。
(54) 川島武宣『民法総則』(有斐閣, 1965年) 462頁。








そして, 時効期間の合意による変更に関しては, 同様の趣旨から, 時効





趣旨を推して, 我妻は ｢(イ) 時効期間の進行中の時効利益の放棄は, す
でに経過した期間の放棄としてだけ, 有効とみられる。(ロ) また, 時効































































事前放棄を禁止しているのは, ｢第一に, 時効は, 期間の経過によって権
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 333(333)
(58) 星野英一『民法概論Ⅰ』(良書普及会, 改訂版, 1986年) 249250頁。
(59) 星野・前掲注(58)289頁。








ち, ｢時効期間を延長する特約, 時効の起算点を遅らせる特約, 中断や停
止の事由を追加する特約など, いずれも無効である｣ と述べ, これが通説
であるとする。他方で, ｢時効期間を短縮するなど, 時効完成を容易にす








































334(334) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(61) 幾代・前掲注(60)548549頁。




























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 335(335)
(63) 須永・前掲注(62)286287頁。
(64) 加藤雅信『新民法大系Ⅰ 民法総則』(有斐閣, 2002年) 384頁, 424
頁。
はからって再度請求をし, 債権の二重取りをねらう等の手口も可能となる｣
と指摘する｡ これを受け, 加藤は ｢過去の事実の立証の困難を救済する特
約の効力を否定しておくことが必要であり, そのために146条が置かれた｣

















































336(336) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(65) 加藤・前掲注(64)393頁。

















虞れがあるので, これを認めないことにした｣ と理解する。その上で, 時
効期間の合意による変更に関して, 時効期間の延長については, ｢立法趣













法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 337(337)
(67) 潮見・前掲注(66)264265頁。





(146条), 短縮合意は有効だとされてきている。しかし, 理由として, 前
者はもし認めると公序としての時効制度を台無しにしてしまうからであり,
後者は訴権を発生させない合意 (自然債務特約) も有効なのだからという
のでは, 根拠があまりに形式的で薄弱である｣ として, 従来の学説の批判
した上で, ｢抽象的な債権ではなく, 問題となる債権の社会的属性を考え
るべきである。その場合, 現在では消費者保護の視点が取り入れられるべ








































338(338) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(70) 齋藤・前掲注(68)376頁。
(71) 金山直樹「権利の時間的制限」ジュリスト1126号 (1998年) 233234
頁。














そして, 時効期間の合意による延長について, 時効期間の延長は ｢時効
完成を困難にするが, それは時効完成前の時効利益の放棄が認められない
のと同じ理由から, 無効であると解されている (我妻)。しかし, 銀行預
金について, 時効期間を延長する特約は, あまり長期にならないかぎり





























また, 鹿野は, 時効制度における公益について, ｢公益｣ の内容を広義
の公益 (私益〔本来の権利者の利益, 正当な権利取得者ないし弁済者の利
益〕の比較考量を踏まえた政策的価値判断) と狭義の公益 (社会の安定,





























340(340) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)






は, まさに, そこで保護されるべき第一の利益として, 先に述べたような
私益に還元してしまうことのできない社会の一般的利益が存在することに
なったと考えられる｣ と述べ, 狭義の公益を考慮した結果, 時効に関する
規定が強行法規であると理解されてきたと分析する。
(76)























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 341(341)






















































































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 343(343)





















































344(344) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(85) 佐久間毅『民法の基礎１総則』(有斐閣, 第４版, 2018年) 393395頁。
(86) 佐久間・前掲注(85)393395頁。
(w) 中舎寛樹




























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 345(345)


































































すなわち, 星野は, 時効期間の合意による短縮を認めてはいたが, ｢債権
者が社会的弱者で, 債務者が強者であるような場合については, 疑問があ




























上告人 (控訴人, 原告) は, 被上告人たる会社 (被控訴人, 被告) の株
主として490株 (払込金２万4500円) を有しており, 大正７年度の株主総
会決議によって払込金額の１割に相当する利益金2450円の支払いを受け
る権利を取得したため, 被上告人に対して配当金支払請求を行った。これ

































































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 349(349)
(90) 崎田直次「判批」ジュリスト増刊商法の判例 (1967年) 103頁。
(91) 田中耕太郎「判批」法学協会雑誌第46巻 9 号 (1928年) 1732頁, 加藤





















は, 非常に重要な問題であり, 学説でも指摘されていたとおり, 単純に延
長は認められず短縮は認められるといった形式的な線引きだけでは不十分















































社の負う保険金支払債務に関する消滅時効期間, すなわち, 被保険者 (保
論
説































































352(352) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(93) 西島梅治『保険法』(筑摩書房, 1976年) 118頁。同旨のものとして,
潘阿憲『保険法概説』(中央経済社, 2010年) 37頁ほか。







具体的には, 損害保険の場合には２年, 生命保険の場合には３年, 傷害・
疾病保険については, 損保会社が提供するものは２年, 生保会社が提供す
るものは３年となっていたが, このような状況については２つの問題があ










































訴外Ａは, 生命保険会社Ｙ (被告・控訴人・上告人) との間で, 平成２
年５月１日に生命保険契約を締結し, 被保険者をＡ, 保険金受取人をＡの
妻Ｘとしていた。Ａは平成４年５月17日, 自動車を運転して自宅を出た
まま帰宅せず, 行方不明となり, ３年以上経過した後, 白骨化した状態で
発見された。そこで, Ｘは上記保険契約に基づく死亡保険金の支払いをＹ
































354(354) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
保険金請求を認めることは, 保険事業の円滑な運営を阻害し, 迅速決済が
実現されないためであると説明されている。ところが, 生命保険にあって












































































356(356) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(98) 原審に関する評釈として, 山下典孝 ｢判批｣ 判例評論505号 (2001年)
186189頁, 本判決に関する評釈としては, 森義之 ｢判批｣ ジュリスト





















法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 357(357)
年) 8992頁, 坂口光男 ｢判批｣ 判例評論546号 (2004年) 191196頁, 大
澤康孝 ｢判批｣ ジュリスト臨時増刊1269号 (平成15年度重要判例解説,
2004年) 119121頁, 酒巻宏明 ｢判批｣ 法律のひろば58巻３号 (2005年) 50







すべきでないことは明らかである｣ としたうえで, 問題となるのは, 保険
者である保険会社に不利益な変更が認められるか否かであるとする。その













棄はできず (民法一四六条), そこから, 時効期間を延長する特約は時効
完成を困難にするため一般に無効であると解されている｣ として, 民法上





























358(358) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(100) 金澤理 ｢保険契約上の請求権の消滅時効｣ 損害保険事業総合研究所創
立四〇周年記念損害保険論集 (1974年) 269270頁。



































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 359(359)




(105) この考えを一般的な理解として挙げるものとして, 山下 (典)・前掲
注(98)188頁などが挙げられる。






















































限られると解すべきである｣ との指摘を行っている (大澤康孝 ｢第５章
保険金請求手続, 保険金債務の履行期と消滅時効｣ 竹修ほか編『中西正
明先生喜寿記念論文集 保険法改正の論点』(法律文化社, 2009年) 76頁)。




























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 361(361)
(109) 竹修 ｢生命保険金の支払義務｣ 塩崎勤＝山下丈編『新・裁判実務大





















としていた。これに対し, 前節 (１) の学説の述べる通り, 保険金請求権
に関しては, 強者たる保険会社が債務者であり, また, 時効期間を延長す
る条項を予め設けるのも保険会社であることから, 民法上指摘されていた
ような問題はほぼ起こらないものと理解することができる。















































































































Chapitre 1 : Introduction
Chapitre 2 : De 
de droit civil 	


Chapitre 3 : De 
de droit civil japonais
Chapitre 4 : De 
de droit d’assurance japonais
Chapitre 5 : Conclusion
Au japon, le 	de la prescription extinctive changera 2020. La
	de la prescription extinctive sere 	dix ans cinq ans. Mais il
n’y a pas d’article sur 

conventionnel, donc il est 
	
			si on peut 

	la 	de la prescription extinctive par
accord des parties.
Une part, on dit que les parties ne puuvent pas allonger 

de la prescription extinctive car l’article 146 du Code civil interdit,
d’avance, de renoncer la prescription. D’autre part, on dit 
que les parties peuvent 
		la 
de la prescription extinctive car

	du 
n’est pas contraire 	public.
Ca article classe les doctrine sur 

conventionnel au japon,
et nous 	les pour juger.
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 365(365)
